
社会的養護に係る児
=福
祉施設最低基準の当面の見直し案の構要 資料1-1

社会的養護に係る児童福祉施設最低基準につぃて、新たな予算措置を伴わずに行える次めような当面の見直しを行う
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いながら、最低基準に明

顧奮を調撃な
い〒接処遇

口看護師・児童指
導員‐保育士の
1歳児 1.7:1
2歳児2:1
3歳以上児4:1
による配置

・定員 10人以上
20人以下の乳児
院における保育士
の 1人加算

・乳児を入所さ
せる場合の看護
師の配置 (乳児
1. 7: 1)

・ 定員 45人 以
下の施設におけ
る児童指導員又
は保育士の 1人
加算

,母子指導員の20世
帯未満 1人、20世
帯以上2人の配置
・少年指導員の20世
帯未満 1人、20世
帯以上2人の配置

・保育所に準ずる設
備のある場合の保
育士の配置3o:1
(最低1人 )② 措置費で加算対象と
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※ 23年度中は経過
措置を設ける

・家庭支援専門相
談員の配置

・個別対応職員あ
配置 (定員2o人
以下を除く)

口家庭支援専門
相談員の配置

・｀個別対応職員
の配置

"家庭支援専門
相談員の配置

1個別対応職員
の配置

・家庭支援専門
相談員の配置

・個別対応職員
の配置

※措置費で個別対
応職員が加算対象
となっているが、
配置実績は約4割
にとどまる

③ 措置費で加算対象と

議員喜::重豊房変凍濠雫
で、最低基準で義務設置
化

・心理療法担当職
員の配置
(心理療法が必要
と認められる親子

農ユ倉岩す場ど芦 |

・心理療法担当
職員の配置
(心理療法が必
要と認められる
児童 lo人以上
に心理療法を行
う場合)

・心理療法担当
職員の配置
〈
'い

理療法が必
要と認められる
児童 lo人以上
に心理療法を行
う場合) .

口心理療法担当職
員の配置
(心理療法が'必要
と認められる母子
10人以上に心理
療法を行う場合)
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2。 施設設備基準の兄菫レ案

苺■生活支援施設
の母子室

乳児院
の寝室、養育専用室

児童養護施設、    |
情緒障害児短期治療施設
児童自立支援施設
自立援助ホニム
の居室

1人 3.3面 以上

■ 1室 30ポ以上

※ 母子室に台所が96%、 浴室が
53%、 便所が79%設置されて
いる実態 (平成20年度施設整備
実態調査)を踏まえ、また、母子
2人・3人が全体の9割であるこ
‐とから、最低居住面積水準IFおい

て母子2人 =3人の場合 (3～ 5
歳児1人又は2人 )のときの住戸
専用面積が30耐であることを参
考に、基準を設定9

※ 母子2人・ 3人が全体の9割で

あることから、母子室の中に調響
設備t浴室及び便所が含まれるこ
とを明示:(母子室外における調
理場t浴室及び便所の義務的設置
は取 り止める。)  .

※施設整備費補助の母子
=面
積は、

36. 3ぽ/世帯   |

1人 1.65ぶ 以上
32.47請 以上

※ 3～ 5歳児も入所できる
ため、最低居住面積水準に

おける「就寝・学習等」の

3～も歳 (0.5人分)の
面積を参考に、基準を設定。

※ 施設整備費補助の寝
=画積は、 3. 3耐

1人 3.3ぶ以上
→4.95消 以上
(ただし、児童養護施設に

おける乳幼児のみの居室は

1人 3.3 nf以上 )

※ 最低居住面積水準における

「就寝・学習等」の 10歳以
上 (1人分)の面積を参考に、
基準を設定1

※ 児童養護施設における最近

め施設整備 (建築年度が平成
16年度以降)においては、7
歳以上の居室で4.95ぽ 未
満が10%であるのに対し、
6γ 6歳の居室で4.95ぶ
未満が47%であることから、
未就学児のみの居室について

は3: 3ぷ とする:

※:施設整備費補助の居室面積

は、児童養護施設9.0ポ

①居室面積の下限の
引き上げ

二最近の施設整備の実

態を踏まえつつ、住生

活基本法の最低居住面

積水準を参考に、基準

を見直す。

・見直し後の基準は、

今後新設、増築又は全

童改築される居室に適

用



児童養護施設
情緒障害児
短期治療施設

② 居室定員の上
限の引下げ

・最近の施設整備の
実態を踏まえつう、
基準を見直す。

・見直し後の基準は、
今後新設、増設又
は全面改築される
居室に適用

15人以下

→4人以下

(ただし、未就学児
のみの居室は1室6
人以下)

※ 堀童養護施設にお

翻 恭肇篇露
年度以降)において
は、9～ 6歳の居室
で4人以下のものは
53%、 6ヽ人以下のも
のは81%であること
を踏まえt未就学児
のらの居室について
は6人以下とする。

5人以下

→ 4人以下

15人以下

→4人以下

③ 設備基準  :
・家庭支援専門相談
員の配置等に伴い、
相談室の設置を追
加

鱈繁事
の設置を 相談室の設置を追加

鼎
現在

|

相談室の設置を
追加

相談室の設置を
追加
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ё各施設の養育、生活指導等の理念的規定について、近年の運営理念に沿うよう、表現を見直す。

現行最低基準改正案のイメτジ

第二十七条 乳児院は、乳
児 (保健上、安定した生
活環境の確保:その他の理

由により特に必要のある

場 合 に は 、幼 児 を含

む。)を入院させて、こ
れを養育し、あわせて退

院した者について相談そ

の他の援助を行うことを

目的とする施設とする。

漢燿]軍詈墨ぎ
埜しL轟 |三ム|キる基は、血

.署

撃倉奮警詈急[看Ь秘:8食襟寒ζ馨猥

の予防処置を含むものとする。

[肇を鶴
ものでなければならない6
2 ‐養育の内容|よ、撃L幼児の年齢及び発達

じ行う感染症等の予防処置を含むものと
する。

第二十八条 母子'生活
=援施設は、配偶者のない女

子又はこれに準ずる事情
にある女子及びその者の

監護すべき児童を入所さ
せて、これらの者を保護

するとともに、これらの

者の自立の促進のために

その生活を支援し、あわ
せて退所した者について

相談その他の援助を行う
ことを目・的とする施設と

する。 i

養育に関する相談及7式動言を行う等の支援
により、その自立の促進を目的とし、かつ

、その私生活を尊重して行わなければなら
ない。           |

第士筆発葉
隠
電子生活支援施設における生

|こ応じ、就労、家庭生活及び児童の養育

|に関する相談ヽ助言及び指導並びに関係
構 閣 ルの 連 絡 錮 絶 を行 |う 等 の 支 援 に よ り

、その自立の促進を目的とし、かつ、そ
の私生活を尊重して行わなければならな
い 。                        |

母
子
生
活
支
援
施
設



改正案のイメニジ 現行最低基準 (参考)法律の規定
(春薄 )

(生活指導
家庭環境の調整 )

換
い

上 行わなけ
Ⅲばならない:

孔
児青春蔵施設における学習及な職業に閣する

儒 暑轟嬌露雛
(隼活指襲 家庭環境の調整)

養い、児童の自立を支欄するご

第四十五条

は、勤労の基礎的な翻

ニ

第四十一条 児童養護
施設は、保護者のな
い児童 (乳児を除く
ただし、安定した生
活環境の確保その他
の理由により特に必
要のある場合には、
乳児を含む。以下こ
の 条 に お い て 同
じ。).、 虐待されて
いる児童その他環境
上養護を要する児童
を入所させて、これ
を養護し、あわせて
退所した者に対する
相談その他の自立の
ための援助を行うこ
とを目的とする施設
とする。
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改正案のィメージ 現行最低基準 (参考)法律の規定

情
緒
障
害
児
短
期
治
療
施
設

(心理療法、生活指導及び家庭環境の調整)

第七十六条 情緒障害児短期治療施設における
心理療法及び生活指導は、児童の社会的適応
能力の回復を図り、見童が1当該情緒障害児
短期治療施設を退所した後t健全な社会生清
を営むことができるようにすることを目的と
して行わなければならない。

2 情緒障害児短期治療施設における家庭環境
の調啓は、児童の保護者に児童の状態及び能

力を説明するとともにt児童の家庭の状況に
応じ、親子関係の再構築等が図られるように

行わなければならない。

(心理療法、生活指導及び家庭環境の調整)

第七十六条 情緒障害児短期治療施設における
心理療法及び生活指導は、昇童の社会的適応

能力の回復を図り、児童が、当該情緒障害児
短期治療施設を退所した後、健金な社会生活

を営むことができるように行わなければなら

ない。

2 情緒障害児短期治療施設の長は、前項の日
的を達成するため、児童の保護者に児童の性

質及び能力を説明するとともに、児童の家庭
の状況に応じ、その家庭環境の調黎を行わな
ければならない。

第四十三条の三  情
緒障害児短期治療施
設は、軽度の,情緒陣
害を有する児童をt
短期FHn、 入所させ:
又は保護者の下から
通わせて、その情緒
障害を治し、あわせ
て退所した者につい

て相談その他の援助
を行うことを目的と
する施設とする。 、

児
童
自
立
支
援
施
設 行わなければならない:

1葬醤犠嶽畿濯覇遂評婚

(生活指導、
躙
導、職業指導ヽ学科指導及び家庭環境

亀昴覇犠匡畿濯穎解師婚
庭環境の調整に
四十五条の規定

３
っ
を

第四十四条  児童自
‐立支援施設は、不良

行為をなし、又はな
すおそれのある児童

及び家庭環境その他
の環境上の理由によ

り生活指導等を要す

る児童を入所させ、
又は保護者の下から

通わせて、日々の児
童の状況に応じて必

要な指導を行い、そ
の自立を支援し、あ

ゎせて違所した者に
ついて相談その他の

援助を行うことを目
的とする施設とする(



4。 その他

①乳児院の規定中の表記の整理
口「乳児」→「乳幼児」

②母子生活支援施設の母子指導員の名称変更
・「母子指導員」→「母子支援員」

③母子生活支援施設の「授産場」の規定の削除 (現在は、設置されていないため)

④母子生活支援施設の関係機関との連携規定の見直し           :
,「必要に応じ」が係らない連携先た、学校t児童相談所を規定
・「必要に応じ」が係る連携先に、児童家庭支援センター、婦人相談所を規定

⑤施設職旱の任用資格における大学等め課程あ記述に「社会福証学」を明記   、
二児童養護施設の児童指導員   ‐  |  ‐                1
・児童自立支援施設の児童自立支援専門員

⑥児童自立支援施設の長の資格要件の緩和
,「児童福祉事業:こ従事した期間」に、本庁児童担当課等の職員期間が含まれることを明確化




